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１．本手引きの概要 
 
（１）立地適正化計画の概要 

人口減少や高齢化等が進み、医療、福祉、商業等のサービスの維持が困難になった

り、空家や空地が増えたりなど、都市部において様々な問題が見られるようになって

きました。そのため、生活に必要な機能やサービスをある程度の場所に集約した拠点

を形成し、将来にわたり持続可能な都市としていくことが求められるようになってき

ています。このような社会背景のもと、平成 26 年に都市再生特別措置法の一部を改正

し、「立地適正化計画制度」が制定されました。 

 
（２）手引きの目的 

立地適正化計画制度に基づいて作られた「立地適正化計画」は、市街化区域内にお

いて、人口密度を維持し生活サービスやコミュニティが持続的に確保できるよう居住

を誘導する区域（居住誘導区域）と、医療、福祉、商業等のサービス機能・施設を適

切に誘導し各種サービスの効率的な提供を図る区域（都市機能誘導区域）を定め、計

画的に誘導を図ることとしています。また、計画では、定めた方針の実効性を高める

ため、一定の開発行為・建築行為について、事前に届け出るよう定めています。 

本手引きは、立地適正化計画に基づく事前届出制度についてご案内するものです。 

 
（３）届出制度の概要 

届出制度は、西尾市の立地適正化に向け、居住誘導区域外及び都市機能誘導区域外

での開発等の動向を把握する制度です。 

届出には、居住誘導区域外で住宅開発等の動向を把握する届出と、都市機能誘導区

域外で都市機能誘導施設の開発等の動向を把握する届出の２つがあります。 

 

住宅開発等の動向 
居住誘導区域外で、住宅を建築するための開発行

為、一定数以上の住宅を新築等する場合 ➡３ページ 

都市機能誘導施設の

開発等の動向 

都市機能誘導区域外で、誘導施設として位置付け

られた施設を対象に開発行為または建築等行為

を行おうとする場合 

➡４ページ 
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【本市における居住誘導区域及び都市機能誘導区域の概略図】 
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※本図は概略図となっています。 

詳細は、西尾市都市計画のホームページ、または、

都市計画課窓口でご確認ください。 

西尾駅周辺 

上横須賀駅周辺 

一色支所周辺 
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２．事前届出の内容 
（１）居住誘導区域外における事前届出 

居住誘導区域外で、以下の行為を行おうとする場合には市への届出が義務付けられ

ています。原則として、開発行為、建築等行為に着手する 30 日前までに届出が必要で

す。（都市再生特別措置法第 88 条第１項） 

事前届出は、様式-1、様式-2 を利用し、添付図書を添えて提出してください。（詳細

は 6ページを参照ください） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※１ 開発行為とは、主として、「建築物の建築や特定工作物の建設の用に供する目的で行う土地の区画形

質の変更」をいいます（都市計画法第４条第１２項）。 

※２ 住宅には共同住宅（住戸）を含みます。 
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（２）都市機能誘導区域外における事前届出 
都市機能誘導区域外の区域等で、誘導施設として位置付けられた施設を対象に開発

行為または建築等行為を行おうとする場合には市への届出が義務付けられています。

（都市再生特別措置法第１０８条第１項） 

 

届出が必要な行為 

開発行為 ・誘導施設を有する建築物の建築目的の開発行為を行おうとする場合 

建築等行為 

・誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 

・建築物を改築し、誘導施設を有する建築物とする場合 

・建築物の用途を変更し、誘導施設を有する建築物とする場合 

 

届出が必要となる誘導施設と都市機能誘導区域の関係は下表の通りです。 

都市機能誘導区域外で開発・建築等行為を行おうとする場合、または、都市機能誘

導区域内であっても、開発・建築等行為を行おうとする施設が当該区域の誘導施設と

して設定されていない場合は、届出が必要です。また、各都市機能誘導区域内で設定

されている誘導施設を休止・廃止する場合は、届出が必要です。区域ごとに、誘導施

設の届出対象行為が異なりますのでご注意ください。 

事前届出は、様式-4、様式-5 を利用し、添付図書を添えて提出してください。（詳細

は 6ページを参照ください） 

 

誘導施設と届出の対象となる区域 

誘導施設 誘導する施設の定義 

都市機能誘導区域 
区域

外 西尾駅

周辺 

一色支所

周辺 

吉良支所

周辺 

上横須賀駅

周辺 

幡豆支所

周辺 

教育施設 
学校教育法第 124 条に定める

専修学校、学校教育法第 134

条に定める各種学校 
◇ ● ● ● ● ● 

生涯学習

施設 
ホール、会議室を有する市民

等の交流施設 
◇ ◇ ◇ ● ◇ ● 

商業施設 

大規模小売店舗立地法第２条

第２項に規定する大規模小売

店舗で、店舗面積の合計が

3,000 ㎡を超えるもの 

◇ ◇ ◇ ◇ ◇ ● 

「●」：誘導施設を整備する場合に届出が必要です。 

「◇」：誘導施設を休止又は廃止する場合には届出が必要です。 

 

誘導施設に係る届出のイメージ 

 
 
 
 
  

都市計画区域内 

居住誘導区域 

都市機能誘導区域 
届出必要 

届出必要 

届出不要 届出必要 

休廃止 
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３．届出の時期・手続きの流れ 
○居住誘導区域外及び都市機能誘導区域外における開発行為、建築等行為 

開発行為、建築等行為に着手する 30 日前までに届出が必要となります。（都市再生特別措

置法 第 108 条第１項） 

なお、開発許可申請及び建築確認申請等に先行して届出してください。 

○誘導施設の休止又は廃止 
施設を休止又は廃止しようとする日の 30 日前までに届出が必要となります。（都市再生

特別措置法第 108 条の 2 第 1項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○届出の開始時期 
西尾市立地適正化計画が公表される日（令和５年４月１日）以降に着手が予定されている

行為が対象となります。そのため令和５年４月１日に着手を予定する場合、30 日前に届出を

提出する必要があります。 

 

  

事前確認（事業者） 

届 出 
【都市計画課】 

開発・建築等の⼿続き 
【各担当課】 

開発・建築等の着⼿ 

※着⼿の 30 ⽇前までに届出が必要です。 
（変更届も同様です） 
※受付印を押印の上、写しを返却します。 
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４．届出書類の作成 
○届出の内容を参照の上、届出様式に添付図書を添えて２部提出してください。 

○居住誘導区域外における届出は、届出書の様式-1～様式-2（変更の場合は様式－3）、都

市機能誘導区域外における届出は、届出書の様式-4～様式-5（変更の場合は様式－6）に

以下の添付図書を添えて行います。 

〇都市機能誘導区域内の誘導施設の休・廃止の届出は、様式－7を提出します。 

 

区 域 届出の内容 様 式 

居住誘導区域外 

開発行為の場合 様式－1 

建築行為の場合 様式－2 

届出内容を変更する場合 様式－3 

都市機能誘導区域外 

開発行為の場合 様式－4 

建築行為の場合 様式－5 

届出内容を変更する場合 様式－6 

都市機能誘導区域内 誘導施設を休止・廃止する場合 様式－7 

次に掲げる行為については、届出は必要ありません。 
（都市再生特別措置法第88条第１項、同法施行令第２７条） 
①軽易な行為その他の行為 
②非常災害のため必要な応急措置として行う行為 
③都市計画事業の施行として行う行為又はこれに準ずる行為 

 

※様式は、都市計画課ホームページからダウンロードできます。 

 

区分 添付図書 備考 

開発行為 

①位置図 縮尺2,500分の1程度 

②当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当
該区域の周辺の公共施設を表示する図面 

縮尺1,000分の1程度 

③設計図 縮尺100分の1以上 

④その他参考となるべき事項を記載した図書  

建築等行為 

①位置図 縮尺2,500分の1程度 

②敷地内における住宅等の位置を表示する図面 縮尺100分の以上 

③建築物の2面以上の立面図及び各階平面図 縮尺50分の1以上 

④その他参考となるべき事項を記載した図書  

届出内容を 

変更する場合 

当初届出時に添付した図書と同様のもの 

（変更に係るものを添付） 

 

施設を休止・

廃止する場合 

①位置図 縮尺2,500分の1程度 

②当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当

該区域の周辺の公共施設を表示する図面 

縮尺1,000分の1程度 
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（様式-1） 

 

開発行為届出書 

  

都市再生特別措置法第 88 条第 1 項の規定に基づき、開発行為について、下記により届け出ます。  

  

    年    月    日  

  

西尾市長 様 

  

届出者  住 所 

 

氏 名                

 

連絡先 

 

開
発
行
為
の
概
要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

  （住所）  

 

２ 開発区域の面積  平方メートル 

３ 住宅等の用途  

 

４ 工事の着手予定年月日  年      月      日 

５ 工事の完了予定年月日  年      月      日 

６ その他必要な事項  

住宅戸数：                   戸 

注  届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。  
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（様式-2）  

 

住宅等を新築し、又は建築物を改築し、若しくはその用途を変更して住宅等とする行為の届出書 

  

都市再生特別措置法第 88 条第１項の規定に基づき、 

住宅等の新築  

建築物を改築して住宅等とする行為      について、下記により届け出ます。  

建築物の用途を変更して住宅等とする行為  

  

    年    月    日  

  

西尾市長 様 

  

届出者  住 所 

 

氏 名                

 

連絡先 

 

１ 住宅等を新築しようとする土地又は改

築若しくは用途の変更をしようとする

建築物の存する土地の所在、地番、地目

及び面積  

土地の所在、地番：  

 

地目： 

 

面積：              平方メートル  

２ 新築しようとする住宅等又は改築若し

くは用途の変更後の住宅等の用途  
  

３ 改築又は用途の変更をしようとする場

合は既存の建築物の用途  
  

４ その他必要な事項  

戸数：                    戸 

工事の着手予定年月日：    年   月   日 

工事の完了予定年月日：    年   月   日 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。  

２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を

省略することができる。 
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（様式－3） 

 

 行為の変更届出書  

 

  年   月   日  

  

西尾市長 様 

  

届出者  住 所 

 

氏 名              

 

連絡先                     

 

都市再生特別措置法第 88 条第２項の規定に基づき、届出事項の変更について、下記により届け出ます。  

 

記  

  

１ 当初の届出年月日 年  月  日  

２ 変更の内容  

３ 変更部分に係る行為の着手予定日   年  月  日  

４ 変更部分に係る行為の完了予定日  年  月  日  

  

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載する

こと。  

２ 変更の内容は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。   
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（様式-4）  

 

開発行為届出書 

  

都市再生特別措置法第 108 条第 1 項の規定に基づき、開発行為について、下記により届け出ます。  

  

    年    月    日  

  

西尾市長 様 

  

届出者  住 所 

 

氏 名                

 

連絡先  

開
発
行
為
の
概
要 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

  （住所）  

 

２ 開発区域の面積  平方メートル 

３ 建築物の用途  

 

４ 工事の着手予定年月日  年      月      日 

５ 工事の完了予定年月日  年      月      日 

６ その他必要な事項    

注 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。  
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（様式-5） 

 

誘導施設を有する建築物を新築し、又は建築物を改築し、若しくはその用途を変更して誘導施設を  

有する建築物とする行為の届出書 

  

都市再生特別措置法第 108 条第１項の規定に基づき、 

誘導施設を有する建築物の新築  

建築物を改築して誘導施設を有する建築物とする行為       

建築物の用途を変更して誘導施設を有する建築物とする行為 

について、下記により届け出ます。 

 

    年    月    日  

  

西尾市長 様 

  

届出者  住 所 

 

氏 名  

               

連絡先 

 

１ 住宅等を新築しようとする土地又は改築

若しくは用途の変更をしようとする建築

物の存する土地の所在、地番、地目及び面

積  

土地の所在、地番：  

  

地目： 

 

面積：               平方メートル 

２ 新築しようとする建築物又は改築若しく

は用途の変更後の建築物の用途  
  

３ 改築又は用途の変更をしようとする場合

は既存の建築物の用途  
  

４ その他必要な事項  

工事の着手予定年月日：   年   月   日 

工事の完了予定年月日：   年   月   日 

 

 

注 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。  
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（様式-6）  

 

 行為の変更届出書  

 

   年   月  日  

  

西尾市長 様 

  

届出者  住 所 

 

氏 名              

 

連絡先 

 

 都市再生特別措置法第 108 条第２項の規定に基づき、届出事項の変更について、下記により届け出ます。  

 

記  

  

１ 当初の届出年月日 年  月  日  

２ 変更の内容  

３ 変更部分に係る行為の着手予定日   年  月  日  

４ 変更部分に係る行為の完了予定日  年  月  日  

  

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載する

こと。  

２ 変更の内容は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。  
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（様式-7） 

 

 誘導施設の休廃止届出書 

 

年   月   日  

  

西尾市長 様 

  

届出者  住 所 

 

氏 名            

 

連絡先 

 

都市再生特別措置法第 108 条の２第１項の規定に基づき、誘導施設の（ 休止 ・ 廃止 ）につい

て、下記により届け出ます。  

 

記  

  

１ 休止（廃止）しようとする誘導施設の名称、用途及び所在地 

 名称： 

用途： 

所在地： 

 

２ 休止（廃止）しようとする年月日 

３ 休止しようとする場合にあっては、その期間   

４ 休止（廃止）に伴う措置  

（１）休止（廃止）後に誘導施設を有する建築物を使用する予定がある場合、予定される当該建築物

の用途 

（２）休止（廃止）後に誘導施設を有する建築物を使用する予定がない場合、当該建築物の存置に関

する事項 

  

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載する

こと。  

２ ４（２）欄には、当該建築物を存置する予定がある場合は存置のために必要な管理その他の

事項について、当該建築物を存置する予定がない場合は当該建築物の除却の予定時期その他

の事項について記入すること。 


